地縁団体の法人化に関する目的及び要件
第１部　この制度の目的
　町内会・自治会等で不動産等を所有する場合，従来は団体名義で登記できなかったため，名義人に転居や相続等の問題が発生すると，財政上のトラブルや手続きの上で大きな負担となることがありました。
　こうした問題に対応するため，平成３年４月２日に地方自治法(昭和２２年法律第６７号)の一部を改正する法律により，法人格を取得した町内会・自治会等で，所有する不動産等を団体名義で登記することができるようになりました。

また，令和３年５月の地方自治法改正により，不動産等の保有を前提としないものに見直され，不動産等の保有の有無にかかわらず，地域的な共同活動を円滑に行うために認可を受けることができるようになりました。
　　

第２部　対象となる団体
地方自治法第２６０条の２の第２項において次の要件が必要です。
（1） その区域の住民相互の連絡，環境の整備，集会施設の維持管理等良好な地域社会の維持及び形成に資する地域的な共同活動を行うことを目的とし，現にその活動を行っていると認められること。
（2） その区域が，住民にとって客観的に明らかなものとして定められていること。
（3） その区域に住所を有するすべての個人は，構成員となることができるものとし，その相当数の者が現に構成員となっていること。
（4） 規約を定めていること。
　以上のことから次の団体は対象外となります。
· 子ども会や婦人会など入会に年齢や性別等の規制がある団体
· ＮＰＯやスポーツ団体，伝統芸能保存会のように特定目的のために集まった人々の団体
· 不動産取得目的のために設立された団体もしくは設立から活動期間があまり経ってない団体
· 動産の取得を目指す団体　　　など
